
 防衛医科大学校達第２号 

 自衛隊法施行規則（昭和２９年総理府令第４０号）第４４条、自衛官以外の隊員の

勤務時間及び休暇に関する訓令（昭和３７年防衛庁訓令第４３号）第２条及び第１１

条並びに自衛官の勤務時間及び休暇に関する訓令（昭和３７年防衛庁訓令第６５号）

第５条、第９条及び第１６条の規定に基づき、防衛医科大学校に勤務する隊員の勤務

時間及び休暇に関する達を次のように定める。 

  昭和６０年２月７日 

  防衛医科大学校長 加 納 保 之 

防衛医科大学校に勤務する隊員の勤務時間及び休暇 

に関する達 

改正 昭和61年 2月28日達第 3号  平成19年 3月23日達第 1号 

昭和61年 5月30日達第10号  平成19年 3月28日達第 3号 

昭和62年 6月20日達第 7号  平成21年 3月30日達第 4号 

昭和63年12月28日達第 8号  平成23年 4月 1日達第 3号 

平成元年 5月29日達第 4号  平成23年12月27日達第 2号 

平成 4年 5月 1日達第 2号  平成24年 4月 6日達第 5号 

平成 5年 4月 1日達第 3号  平成25年 5月16日達第 2号 

平成 5年 4月 1日達第 4号  平成26年 4月 1日達第 9号 

平成 6年 8月31日達第 3号  平成28年 3月31日達第 9号 

平成 7年 3月31日達第 1号  平成28年 7月12日達第15号 

平成 8年10月 1日達第10号  平成29年 5月25日達第 5号 

平成18年 3月31日達第10号  令和 3年 3月31日達第 2号 

平成18年 7月31日達第 3号  令和 5年 6月30日達第 3号 

平成19年 1月 9日達第 8号  令和 5年 8月23日達第 4号 

（趣旨） 

第１条 この達は、防衛医科大学校に勤務する隊員（医学科学生及び自衛官候補看護

学生を除く。）（以下「隊員」という。）の勤務時間、休暇並びに休暇、早出遅出

勤務及びフレックスタイム制の請求及び承認手続等について、必要な事項を定める

ものとする。 

（定義） 

第２条 この達における用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

（１）規則 自衛隊法施行規則（昭和２９年総理府令第４０号）をいう。

（２）事務官等訓令 自衛官以外の隊員の勤務時間及び休暇に関する訓令（昭和３７

年防衛庁訓令第４３号）をいう。 

（３）自衛官訓令 自衛官の勤務時間及び休暇に関する訓令（昭和３７年防衛庁訓令

第６５号）をいう。 

（４）早出遅出勤務運用通知 早出遅出勤務等の運用について（通知）（人１第

６３１１号１８．６．３０）をいう。 

（５）フレックスタイム基準通知 フレックスタイム制による勤務時間の割振り又は

日課の定めの基準について（通知）（防人計第７４９２号令和５年３月３１日）



をいう。 

（６）早出遅出勤務 事務官等訓令第２条第６項及び自衛官訓令第９条第１項の規定

に基づく勤務時間の割振りによる勤務をいう。 

（７）フレックスタイム制 事務官等訓令第２条第８項から第１９項まで及び第２５

項並びに自衛官訓令第９条第３項から第９項まで及び第１２項の規定に基づく勤

務時間の割振りによる勤務をいう。 

（８）育児介護隊員 規則第４４条第６項の適用を受ける自衛官以外の隊員又は自

衛官訓令第９条第７項の適用を受ける自衛官をいう。 

（９）所属長 事務官等訓令第２条の２第１項及び自衛官訓令第１２条の規定により

別表第１に定める者をいう。 

 （自衛官の勤務時間） 

第３条 防衛医科大学校に勤務する自衛官（学生部に勤務する自衛官を除く）の通常

の勤務時間は、次のとおりとする。 

  課業開始 ８時３０分 

  課業終了 １２時 

  休憩時間 １２時から１３時 

  課業開始 １３時 

  課業終了 １７時１５分 

２ 学生部に勤務する自衛官の通常の勤務時間は、次のとおりとする。 

  課業開始 ８時 

  課業終了 １２時 

  休憩時間 １２時から１３時まで 

  課業開始 １３時 

  課業終了 １６時４５分 

３ 日曜日及び土曜日は、休養日とする。 

 （自衛官以外の隊員の勤務時間） 

第４条 自衛官以外の隊員（非常勤隊員を除く。以下同じ。）のうち、警備員、調理

員、電気技術者、ボイラー取扱者及び看護職員で現業に従事する者（以下「交替制

勤務者」という。）の勤務時間は、１週間当たり３８時間４５分とし、勤務時間の

割り振りについては、別に定める。 

２ 前条及び前項に規定する隊員以外の隊員（非常勤隊員及び次項に掲げる者を除 

く。）の勤務時間は、１週間当たり３８時間４５分とし、勤務時間の割り振りは、

８時３０分から１７時１５分まで（１２時から１３時まで（総務部厚生課に勤務す

る隊員及び企画部管理施設課に勤務する隊員のうち学校給食業務に従事する隊員は

１３時から１４時まで）は、休憩時間とする。）とする。 

３ 教育職（一）俸給表が適用される者のうち、前項で定めた以外の勤務時間の割り

振りが特に必要と認められる場合は、その都度定める。 



４ 定年前再任用短時間勤務隊員等（規則第４４条第２項に規定する「定年前再任用

短時間勤務隊員等」をいう。）に係る勤務時間等は、別に定める。 

５ 技官候補看護学生の勤務時間は、８時３０分から１６時１０まで（１１時４５分

から１３時までは、休憩時間とする。）を基準とし、技官候補看護学生ごと当該日

に参加すべき授業又は実習等によるものとする。 

６ 非常勤隊員のうち期間業務隊員についての勤務時間は、第２項を基準としてその

都度定めるものとし、その他の非常勤隊員（前項に掲げる者を除く。）の勤務時間

については、その都度定める。 

（休暇の承認） 

第５条 隊員の休暇等は、所属長の承認を受けなければならない。 

 （休暇の請求及び承認手続） 

第６条 休暇の請求及び承認手続は、休暇を請求する隊員（緊急を要する場合等で本

人が請求できない場合にあっては、その代行者）が原則として休暇の初日の前日ま

でに休暇簿（「隊員の休暇簿について（人１第２７３０号６１．５．２１）」２に

定める休暇簿をいう。以下同じ。）を提出することにより行うものとする。ただし

、研修医官については、別に定めるところによる。 

（早出遅出勤務） 

第７条 所属長は、第３条及び第４条の規定にかかわらず、事務官等訓令第２条第６

項又は自衛官訓令第９条第１項の規定により、隊員から早出遅出勤務の申請があっ

た場合は、当該申請に係る早出遅出勤務をさせることができる。ただし、次条に規

定するフレックスタイム制適用隊員については、適用しない。 

２ 前項の早出遅出勤務による勤務時間の割振りを行う場合は、早出遅出勤務運用通

知第２第１項各号に定める勤務時間のいずれかによるものとする。 

３ 隊員は、第１項に定める早出遅出勤務を申請する場合には、早出遅出勤務運用通

知別紙第３第１項に定める早出遅出勤務請求書により行うものとし、その際、当該

申請に係る勤務時間の割振り及びその期間について、あらかじめ所属長と調整する

ものとする。なお、所属長は、当該申請に係る事由について確認する必要があると

認めるときは、当該申請に係る証明書類の提出を求めることができる。 

４ 所属長は、隊員から前項による申請があった場合には、隊務又は公務の運営の支

障の有無を踏まえ、早出遅出勤務運用通知別紙第３第３項に定める早出遅出勤務承

認・不承認通知書により、当該隊員に通知しなければならない。 

５ 隊員は、早出遅出勤務が承認された後、早出遅出勤務運用通知別紙第３第６項各

号に定める事由に該当する場合は、同通知別紙第３第８項に定める状況変更届によ

り、速やかに届け出なければならない。 

６ 所属長は、隊員からの申請による早出遅出勤務を承認、取消し、失効及び変更等

した場合には、その都度速やかにその写しを事務局総務部総務課長（以下「総務課

長」という。）（人事第２係長）あて提出するものとする。 



（フレックスタイム制）

第８条 所属長は、第３条及び第４条の規定にかかわらず、規則４４条第５項若しく

は第６項の適用を受ける自衛官以外の隊員、自衛官訓令第９条第３項若しくは第７

項の規定の適用を受ける自衛官（以下「フレックスタイム制適用隊員」という。）

からの申告を考慮して勤務時間の割振り又は日課の定めを行うことができるものと

する。ただし、前条の規定による早出遅出勤務の適用を受ける隊員については、適

用しない。 

２ 所属長は、フレックスタイム制による勤務時間の割振り又は日課の定めを行う場

合は、フレックスタイム基準通知に基づき行うものとする。なお、申告に係る事由

について確認する必要があると認めるときは、当該申告に係る証明書類の提出を求

めることができる。 

３ フレックスタイム基準通知第１第８項第２号に規定する標準勤務時間は、午前８

時３０分から午後５時１５分まで（学生部に勤務する自衛官を除く。）とし、学生

部に勤務する自衛官にあっては午前８時から午後４時４５分までとする。 

４ 所属長は、規則第４４条第６項又は自衛官訓令第９条第７項若しくは第８項の適

用を受ける隊員の申告を考慮して、事務官等訓令第２条第１４項第１号又は自衛官

訓令第９条第９項第１号の基準による休養日の設定、勤務時間の割振り又は日課の

定めを行うことができるものとする。ただし、隊務の運営に支障が生ずると認める

場合には、フレックスタイム基準通知第１第１０項の規定によるものとする。 

５ 所属長は、フレックスタイム基準通知第１第１１項各号のいずれかに該当する場

合には、第１項の規定による勤務時間の割振り又は日課の定めを変更することがで

きるものとする。 

６ 所属長は、フレックスタイム基準通知第１第１２項各号のいずれかに該当する場

合には、第４項の規定による休養日の設定、勤務時間の割振り又は日課の定めを変

更することができるものとする。 

７ 第４項の規定により休養日の設定、勤務時間の割振り又は日課の定めを行われた

隊員は、事務官等訓令第２条第１８項各号並びに第１９項又は自衛官訓令第９条第

７項各号に掲げる隊員に該当しないこととなった場合には、フレックスタイム基準

通知第１第１７項の規定に基づき、遅滞なく、その旨を所属長に届け出なければな

らない。 

８ フレックスタイム制適用隊員のコアタイム及び休憩時間等については、別表第２

によるものとする。 

９ 所属長は、第１項の規定による勤務時間の割振り又は日課の定め、第４項の規定

による休養日の設定、勤務時間の割振り又は日課の定めを行うこととした場合は、

当該割振り等対象者の別表第２に係る事項について隊員に周知するものとする。 

１０ フレックスタイム制適用隊員は、フレックスタイム基準通知第１第５項に定め

る状況届、同通知第１第１７項第３号に定める状況変更届及び同通知第３第２項に



定める勤務時間又は日課の申告簿及び勤務時間又は日課の割振り簿により、次の各

号に掲げる隊員の区分に応じて、当該各号に定める期日までに所属長に申告するも

のとする。 

（１）規則第４４条第５項及び自衛官訓令第９条第３項の適用を受ける隊員

単位期間の開始日の前日から起算して、できる限り２週間前までに行うものと

する。 

（２）規則第４４条第６項及び自衛官訓令第９条第７項の適用を受ける隊員

単位期間の開始日の前日から起算して、できる限り１週間前までに行うものと

する。 

（３）特別の事情により前２号に規定する期日までに申告ができなかった隊員

できる限り速やかに行うものとする。

１１ 前項第１号及び第２号の規定により申告をしたフレックスタイム制適用隊員に

ついては、単位期間の開始日を所属長ごと同一の日とすることができる。 

１２ 所属長は、フレックスタイム制適用隊員のうち、フレックスタイム基準通知第

２第３号各号又は同通知第２第４項各号のいずれかに該当する隊員から同通知第２

第５項に定める休憩時間変更申出書（延長）又は休憩時間変更申出書（短縮）によ

り休憩時間の延長又は短縮について申し出があり、かつ、隊務の運営に支障がない

と認められるときは、休憩時間を延長又は短縮することができる。 

１３ 前項の規定による休憩時間の延長又は短縮の決定に際し、所属長は、当該申出

を行った隊員に対し、フレックスタイム基準通知第２第６項に定める休憩時間の延

長の承認・不承認通知書又は休憩時間の短縮の承認・不承認通知書により通知しな

ければならない。 

  なお、当該通知後において、隊務の運営に支障が生じる日があることが明らかに

なった場合にあっては、所属長は、当該申出をした隊員に対し、同通知第２第６項

に定める隊務の運営に支障が生じる日の通知書（延長）又は隊務の運営に支障が生

じる日の通知書（短縮）によりその旨を通知しなければならない。ただし、緊急そ

の他やむを得ない事情により、あらかじめ当該通知書による通知ができない場合に

あっては、口頭又は電話等によることができる。この場合にあっては、事後速やか

に当該隊員に対して同通知書により通知するものとする。 

１４ 前２項の規定により休憩時間の延長又は短縮を承認された隊員は、フレックス

タイム基準通知第２第３項各号又は同通知第２第４項各号に掲げる場合に該当しな

いこととなった場合には、速やかに同通知第２第９項に定める休憩時間の延長の申

出に係る状況変更届又は休憩時間の短縮の申出に係る状況変更届によりその旨を所

属長に通知しなければならない。 

１５ 所属長は、フレックスタイム制適用隊員からの申告を考慮して勤務時間の割振

り又は日課の定めを行った場合、勤務時間の割振り又は日課の定めを変更した場合

には、その都度速やかに状況届、状況変更届及び申告・割振り簿の写しを総務課長



 

（人事第２係長）あて提出するものとする。 

 （休暇の整理） 

第９条 所属長は、休暇簿を保管するとともに、勤務時間管理員（人事院規則９－５

（給与簿）第３条に規定する勤務時間管理員及び防衛省職員給与簿規則（昭和３０

年防衛庁訓令第１２号）第５条に規定する勤務状況管理者の事務を行う者をいう。

以下同じ。）に命じ、休暇の整理を行わせるものとする。 

（休暇簿の移管） 

第１０条 所属長は、隊員（研修医官を除く。以下同じ。）が当該所属長を異にして

異動した場合には、速やかに異動先の所属長に休暇簿を移管するものとする。ただ

し、大学校以外の防衛省の機関及び部隊に異動した場合若しくは入校した場合又は

退職した場合は、総務課長に移管するものとする。 

（病気休暇等の通知） 

第１１条 勤務時間管理員は、隊員が病気休暇、特別休暇若しくは介護休暇を承認さ

れた場合又は欠勤した場合は、その都度速やかに病気休暇等状況通知書（別紙様 

式）を総務課長（人事第１係長気付）あて提出するものとする。なお、承認された

病気休暇、特別休暇又は介護休暇に変更があった場合も同様とする。 

附 則 

この達は、昭和６０年２月７日から施行する。 

附 則 

 この達は、昭和６１年２月２８日から施行し、昭和６０年１２月２１日から適用す

る。 

附 則 

 この達は、昭和６１年５月３０日から施行し、昭和６１年５月２１日から適用す 

る。ただし、この達による改正前の第５条に規定する休暇票は、事務官等については

昭和６１年１２月３１日、自衛官については昭和６２年３月３１日までの間、改正後

の第５条に規定する休暇簿として使用するものとする。 

附 則 

この達は、昭和６２年６月２０日から施行する。 

附 則 

この達は、昭和６４年１月１日から施行する。 

附 則 

この達は、平成元年５月２９日から施行する。 

附 則 

この達は、平成４年５月１日から施行する。 

附 則 

この達は、平成５年４月１日から施行する。 



附 則 

この達は、平成６年９月１日から施行する。 

附 則 

この達は、平成７年４月１日から施行する。 

附 則 

この達は、平成８年１０月１日から施行する。 

附 則 

この達は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この達は、平成１８年８月１日から施行する。 

２ 交代制勤務者の勤務時間については、当分の間従前の例による。 

３ 自衛官以外の隊員の勤務時間及び休暇に関する訓令等の一部を改正する訓令（平

成１８年防衛庁訓令第７５号）附則第２項及び第３項の適用を受けようとする隊員

は、別紙様式第８に定める様式に従い申請を行い、所属長の承認を受けなければな

らない。 

４ 所属長は、前項の申請があった場合には、別紙様式第９により、その可否につい

て通知するものとする。 

附 則 

この達は、平成１９年１月９日から施行する。 

附 則 

この達は、平成１９年３月２５日から施行する。 

附 則 

この達は、平成１９年３月２８日から施行する。 

附 則 

この達は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

この達は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

この達は、平成２３年１２月２７日から施行する。 

附 則（抄） 

 （施行期日） 

第１条 この達は、平成２４年４月６日から施行する。 

（防衛医科大学校に勤務する隊員の勤務時間及び休暇に関する達の一部改正） 

第６条 防衛医科大学校に勤務する隊員の勤務時間及び休暇に関する達（昭和６０年

防衛医科大学校達第２号）の一部を次のとおり改正する。 

平成２６年３月３１日までの間、別表に次の区分を加える。 



 

附 則 

この達は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

この達は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

この達は、平成２８年７月１２日から施行する。 

附 則 

この達は、平成２９年５月２５日から施行する。 

附 則 

この達は、令和３年３月３１日から施行する。 

附 則 

この達は、令和５年７月１日から施行する。 

附 則 

この達は、令和５年８月２３日から施行する。 

看護学科設立準備室長 看護学科設立準備室に属する隊員 
「 

」 



別表第１（第２条関係） 

所 属 長 区 分 

学校長 
副校長 医学教育研修センター長 学生部長 図書館長 

防衛医学研究センター長 

事務局長 総務部長 企画部長 

医学教育部長 医学教育部に属する教官及び自衛官 

病院長 副院長 病院に属する教授 

総務部長 
総務課長 主任会計監査官 経理課長 厚生課長 

保健管理室長 

総務部の課長、 

主任会計監査官、 

保健管理室長 

総務部の課、主任会計監査官及び保健管理室に属する隊員 

企画部長 主計課長 企画課長 管理施設課長 情報システム課長 

企画部の課長 企画部の課に属する隊員 

学生部長 学生課長 主任訓練教官 

学生課長、 

主任訓練教官 
学生課及び主任訓練教官に属する隊員 

図書館長 図書館事務長 

図書館事務長 図書館事務室に属する隊員 

副院長（管理・運営担

当） 

病院事務部長 診療科及び中央診療施設として置かれる部

又は室の長 病院に属する教官及び自衛官（教授たる者を

除く｡) 

病院事務部長 病院企画調整官 病院運営課長 

診療科及び中央診療施

設として置かれる部又

は室の長、 

病院運営課長、 

病院企画調整官 

診療科及び中央診療施設として置かれる部又は室、病院運

営課に属する隊員（副院長（管理・運営担当）を所属長と

する者を除く。） 

医学教育研修センター

長 

医学教育開発官 研修管理室長 医学教育研修センター事

務長 医学研究科学生及び研修医官 

医学教育研修センター

事務長 

入学試験室長及び医学教育研修センター事務部に属する隊

員（入学試験室に属する隊員を除く。） 

研修管理室長、 

入学試験室長 
室に属する隊員 

防衛医学研究センター

長 
防衛医学研究センターに属する隊員 



別表第２（第８条関係） 

勤務時間及び日課 

休憩時間 休養日及び

週休日●● 
１日の最短

勤務時間数 

コアタイム
フレキシブル

タイム●●●

（※１） （※２） （※３） 

育児介護 

隊員以外 

２時間 
1300~1500 0500~2200 30分以上 

日曜日及び

土曜日 

（※４） 

育児介護 

隊員●● 

２時間 
1300~1500 0500~2200 30分以上 

日曜日及び

土曜日 

申告がある

場合は上記

以外に１日 （※５） 

※１ 隊員に共通する勤務時間

※２ 始業時刻又は終業時刻を設定できる時間帯

※３ 連続する正規の勤務時間が４時間３０分（隊務の運営、隊員の健康及び

福祉を考慮して支障がないと認める場合は、６時間３０分）を超える前に

休憩時間を置くものとする。 

※４ 休日等については７時間４５分とし、１週間ごとにつき１日を限度とし

て所属長が当該所属ごとにあらかじめ定める日については、休日等を除 

き、この時間未満とすることができる。 

※５ 休日等については７時間４５分とし、１週間ごとにつき１日を限度とし

て育児介護職員があらかじめ指定する日については、休日等を除き、この

時間未満とすることができる。 
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